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Topics 
 上半期の事業執行状況を確認し、今度の取組み課題を共有～平成29年度全社協第3回理事

会 
 

 社会福祉制度・予算・税制等に関する重点要望～自民党「予算・税制等に関する政策懇談会」 
 

 社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会(第 20回)開催 
 

 1,300 名を超える保育関係者が集い、保育の研究を深める～第 51 回全国保育士会研究大会

(富山県大会) 
 

 住民支援ツールとしての生活福祉資金の効果的な貸付について協議～平成 29 年度全国生活福

祉資金貸付事業運営研究協議会 
 

 公益性にもとづく適正な法人経営をめざす～全国経営協平成 29年度監事専門講座 
 

 潜在保育士への調査や保育のお仕事体験受入など、活動状況を共有～平成29年度保育士・保

育園支援センター等実施福祉人材センター連絡会議 
 

 大都市圏の福祉課題を把握し、社協の活動・事業を促進～大都市の福祉問題への取組を促進す

る社協セミナー（静岡市） 
 

 地域における公益的な取組の展開に向けた「経営戦略構築・実現力」を強化～全国青年会平成

29年度専門講座（第 1回） 
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 上半期の事業執行状況を確認し、今度の取組み課題を共有

～平成 29年度全社協第 3回理事会 
 

11月13日、全社協は平成29年第3回（第206回）理事会を開催し、開会にあたって斎

藤十朗会長より次のとおり開会挨拶が行われました。 

斎藤会長挨拶（要旨） 

10月22日に衆議院総選挙が行われ、消費税率引上げ後の、増収分の使途変更が

大きなテーマの一つとなりました。ここで示された社会保障の充実など新たな政策は、

政府与党の大勝によりこれから実現していくこととなりますが、これまで我われが要望し

てきたことと重なるものであり、福祉関係者にとってよりよいかたちですすめられることを

希望します。1兆7,000億円の使途についてはすでに様ざまな意見があります。消費税

率引上げによる税収増が反映されるのは2020年度予算からであり、これから紆余曲折

があるものと思われます。政策の前倒し実施や、それに沿った予算付け、新しい政策

の実行などがすすめられていくことも考えられ、我われとしては、十分注視していかな

ければなりません。 

これから12月に向かって、補正予算の編成、来年度予算の編成が行われます。ま

た、来年度の介護報酬、障害福祉の報酬改定の議論がすすめられます。我われは、

これらの動向を常に把握し、利用者の立場に立って有効な予算編成となっているかと

いうことを意識しながら、必要に応じて意見を述べ、要望し、行動していかなければな

らないと考えております。 

また、近年は、「一億総活躍社会」、「人づくり革命」など、様ざまなスローガンが掲げ

られています。今後、これらの政策の具体化に向けた動きについても、十分に注視す

る必要があります。 

全社協では、平成25年から2つのことを重要課題として掲げ、取組みをすすめてま

いりました。一つは社会福祉法人制度改革への対応、もう一つは生活困窮者自立支

援制度など地域福祉の推進です。その一つである地域福祉の推進については、関連

する施策として、「我が事・丸ごとの地域づくり」、「地域共生社会の実現」が掲げられて

います。社協は、従来、日常生活自立支援事業や生活困窮者自立支援事業等の担

い手ともなり、地域福祉の推進に取組んでいますが、「地域共生社会の実現」に向け

Topics 
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ても、社協がその中心的な存在となり、事業の主たる担い手とならなければなりませ

ん。すべての市区町村社協がその役割を十分に果たせるよう、全社協として必要な取

組みをしっかりすすめていくことが今後の課題です。また、その際には、施設経営法人

や民生委員・児童委員との連携、一体となった取組みが大切であり、このことを念頭に

置き、今後の取組みをすすめてまいりたいと考えており、引き続き、皆さまのご指導、ご

協力をよろしくお願いいたします。 

 

続いて、会長及び業務執

行理事の職務執行状況、監

事監査規程の制定について

報告を行ったのち、議案審

議に入り、経理規程の一部

改正、本年度第一次収支補

正予算（案）、資金運用規程

の制定及び本年度の基本的

な資金の運用に関する計画

（案）、理事、評議員候補者

の選定、平成 29 年度第 2 回評議員会の招集についてそれぞれ上程され、いずれも

原案どおり承認されました。 

 

 

■ 社会福祉制度・予算・税制等に関する重点要望～自民党「予

算・税制等に関する政策懇談会」 
 

11月8日、自民党「予算・税

制等に関する政策懇談会」が

開催され、全社協を含め12団

体が出席しました。 

本会からは、野崎 吉康理

事・事務局長が出席し、社会

福祉制度・予算・税制等に関

する重点事項を要望しました。 

政策懇談会の様子 

理事会の様子 
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はじめに、全国での福祉活動の基盤となる「全世代型社会

保障」の構築に向け、消費税の引き上げを予定どおり実施す

ることで社会福祉諸制度の拡充のための安定的な財源確保

を要望しました。とくに、子ども・子育て支援新制度のもと、待

機児童解消への緊急整備、保育の質を確保するため保育

士等の処遇改善と職員配置基準の引き上げ及び要保護児

童の養育と自立を支援する社会的養育体制の再構築に必

要な財源確保を強く求めました。 

また、年末にかけて厳しい議論が想定される介護報酬、障

害サービス等報酬改定をめぐっては、介護の重度化や増加

する認知症への対応、障害者・児の地域生活支援、就労支援等の良質な福祉サービ

スを行うことができるよう、適切な報酬改定を確保するよう要望しました。 

あわせて、政府がすすめる一億総活躍社会の実現には福祉・介護人材の確保が急

務であるとして、その抜本的な施策強化を求めるとともに、生活困窮者自立支援や日

常生活自立支援事業等を担う人材の育成をはじめ、福祉事業の実施体制の拡充等

によって地域における包括的な支援体制の整備をすすめるよう要望しています。 

さらに、社会福祉法人の法人税非課税等の税制堅持を強く要望するとともに、構造

改革特区や国家戦略特区において、待機児童対策を中心として特例的な規制緩和

が講じられていることについて、とくに乳幼児の生命を守り、育ちを保障するため、既

成事実化しないことはもとより、さらなる福祉サービスの質の確保・向上をはかるよう意

見を述べました。 

 

【要望書『ともに生きる豊かな福祉社会をめざして』】 

http://zseisaku.net/action/demand/ 

 

 

 

  

要望を述べる全社協 

野崎吉康理事・事務局長 

↑URL をクリックすると全社協政策委員会ホームページへジャンプします。 
 

http://zseisaku.net/action/demand/
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■ 社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会(第 20

回)開催 
 

10月 25日、社会保障審議

会児童部会社会的養育専門

委員会（第 20 回）が開催され

ました。社会的養育専門委員

会は、10 月 6 日に開催され

た第44回社会保障審議会児

童部会において、平成 28 年

児童福祉法改正において明

確化された同法の理念等を

実現していくため、家庭への養育支援から代替養育までの社会的養育施策を検討す

る専門委員会として、「社会的養護専門委員会」の名称を改めて「社会的養育専門委

員会」として位置付けたものです。委員長には、社会的養護専門委員会から引き続き、

淑徳大学教授 柏女 霊峰 氏が選出されました。 

新しい社会的養育ビジョンの実現に向けた主なすすめ方について、社会的養育専

門委員会における都道府県推進計画の見直し作業にあたり整理が求められる事項と

して、以下の 4点があげられました。 

○社会的養護を必要とする児童数の見込み 

○市区町村における子ども家庭支援体制の構築に対する支援（追加） 

○児童養護施設の小規模化、地域分散化の具体的な取組と養護可能な児童数の見 

込み 

○家庭養護（里親やファミリーホーム）の推進の具体的取組と養護可能な児童数の見 

込み 

これらの検討を踏まえて提示される「見直し要領」をもとに、都道府県に対し、それぞ

れの「推進計画」を全面的に見直すことを依頼することとしています。 

本委員会では、各委員から「新しい社会的養育ビジョン」や社会的養育専門委員会

における議論等についてそれぞれ意見がありました。とくに「新しい社会的養育ビジョ

ン」のなかで市町村に求められる役割について、現行の体制に鑑みて、十分に担えな

いのではないかとの、危惧する声が多くありました。 

「新しい社会的養育ビジョン」を取りまとめた奥山 眞紀子委員からは、「示されてい

るビジョンの実現に向けた工程は、ビジョンを議論してきた立場からすれば、従来の計

画のベースである『社会的養護の課題と将来像』の単なる手直しという印象があり、ま

社会的養育専門委員会の様子 
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たスピード感も遅い。今回のビジョンは『社会的養護の課題と将来像』の抜本的見直し

である。」との発言がありました。 

柏女委員長は、「『社会的養護の課題と将来像』は、社会保障と税の一体改革の議

論がすすむなか、限られた財源のなかで社会的養護の取組みを前進させるために、

関係分野の代表者が参集し検討した結果の現実的な目標計画。課題と将来像の延

長線にビジョンはある。」としました。 

次の委員会は、11 月 22 日に開催する予定です。 

 

 

■ 1,300 名を超える保育関係者が集い、保育の研究を深める

～第 51回全国保育士会研究大会(富山県大会) 
 

全国保育士会(会長 上村 初美)は、10

月 26～27 日富山県にて、第 51 回全国保

育士会研究大会を開催しました。 

今回は、「つなげよう 保育の輪・咲かせ

よう 笑顔の花を」をテーマに、全国から

1,300名を超える保育関係者が集い、一人

ひとりが保育に関して幅広く研さんを積む

とともに、保育の研究を深めました。 

研究大会初日の開会式・式典では、永

きにわたって全国保育士会会員として保育の活動を行ってきた方への感謝状の贈呈

が行われ、全国 2,460 名の受賞者を代表して、

開催地である富山県の野口 夕香 氏（朝日町

病児保育室スマイル 係長）へ、上村 初美全

国保育士会会長より、感謝状を贈呈しました。 

記念講演では、女優の柴田 理恵 氏にご自

身の幼少期の家庭や保育所での経験をもとに、

富山県保育士会会長との対談形式で、現在の

保育所やこれからの教育・保育への期待等につ

いてご講演をいただきました。 

研究大会 2 日目は、下記 9 つの分科会に分かれ、実践発表をもとに保育の研究を

深めました。 

 

 

開会式・式典の壇上の様子 

永年勤続感謝状贈呈 

左：上村初美会長 右：野口夕香氏 
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分科会テーマ 

第 1分科会： 保育の内容を深める「子どもの発達と環境（3 歳未満児）」 

第 2 分科会： 保育の内容を深める「子どもの発達と環境（3 歳以上児）」 

第 3 分科会： 保育の内容を深める「気になる子、障害のある子への保育」 

第 4 分科会： 保育の内容を深める「保育のなかの食育」 

第 5 分科会： 子どもの育ちから健康、安全を考える「健康及び安全」 

第 6 分科会： 保護者に対する支援を考える「保育所・認定こども園等におけ

る保護者支援」 

第 7 分科会： 保護者に対する支援を考える「地域における子育て支援」 

第 8 分科会： 専門性の向上をはかる「専門職としての責務」 

特別分科会： 自由発表（保育実践交流 7発表） 

 

【第 51 回全国保育士会研究大会『大会アピール』】 

http://www.z-hoikushikai.com/kensyukai/kensyukai.php?id=39 

 

 

 

■ 住民支援ツールとしての生活福祉資金の効果的な貸付につい

て協議～平成29年度全国生活福祉資金貸付事業運営研究

協議会 
 

11 月 1～2 日、都道府県・市区町村社協の生活福祉資金担当職員や民生委員を

対象に、全国生活福祉資金貸付事業運営研究協議会を開催しました。 

生活福祉資金貸付事業は、資金の貸付と合わせ継続的な相談支援を通じた借受

世帯の自立支援を目的とした事業であり、実施主体の都道府県社協、借受人の支援

に直接関わる市区町村社協、本貸付事業創設の契機となった世帯更生運動を推進し、

現在においても大切な協力者である民生委員の三者の連携により実施されてきました。 

社協や民生委員においては、それぞれの活動において今後も本貸付事業を住民

支援ツールの一つとして活用してくことが期待されます。しかしながら、たとえば生活困

窮者自立支援制度との連携不足等や短期間での民生委員の交代、面識のない世帯

への貸付に関する協力の難しさなどの課題が指摘されます。これらを踏まえ、研究協

議会では今後の、三者による本貸付事業の効果的な連携推進に向けた協議を行いま

した。 

↑URL をクリックすると全国保育士会ホームページへジャンプします。 
 

http://www.z-hoikushikai.com/kensyukai/kensyukai.php?id=39
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三者に分かれて行った分散会では、それぞれの立場で本貸付事業に関わる意義

や役割、生活困窮者自立支援制度との連携状況について意見交換を行い、また今後

の取組みなどについて協議を行いました。 

続くシンポジウムでは、都道府県社協、市区町村社協、民生委員それぞれの代表

者から日々の実践について紹介いただくとともに、住民の自立支援をすすめるための

積極的な提案を得るなど、あらためて三者連携の意義について確認を行いました。 

 

 

 公益性にもとづく適正な法人経営をめざす～全国経営協平成

29年度監事専門講座 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格／以下、全国経営協）は、11 月

1～2日に、平成 29年度「監事専門講座」を開催しました。当日は 333名の参加があり

ました。 

理事の職務の執行や法人の財産状況の監査等、社会福祉法人において重責を担

う監事がその役割を果たすために必要な知識や、制度改革における役割の変化につ

いて学ぶことを目的に開催しました。 

全国経営協 制度・政策委員会 平田 直

之委員長による講義Ⅰでは、「社会福祉法人

制度改革を踏まえた監事の役割」と題して、社

会福祉法人制度改革のポイントをあらためて

振り返るとともに、今後の法人経営における監

事の役割について説明しました。 

続いての講義Ⅱ「監

事監査の基本的な考

え方」、講義Ⅲ「監事監査の実務的な進め方」では、ともに監査

法人 彌榮会計社 代表社員／(一財)総合福祉研究会 代表

理事の公認会計士 林 光行 氏にご講義いただきました。林

先生が編まれた「社会福祉法 法令規則集」を併用しながら、

監事としての責務を果たすために必要な知識や、制度改革に

おける役割の変化、具体的な監査のすすめ方等について解説

いただきました。 

 

 

 

専門講座の様子 

講義を行う林 光行氏 
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■ 潜在保育士への調査や保育のお仕事体験受入など、活動状

況を共有～平成 29年度保育士・保育園支援センター等実施

福祉人材センター連絡会議 
 

11 月 6 日に本年度で 5回目を迎える保育士・保育園支援センター等実施福祉人

材センター連絡会議を開催し、「保育士・保育園支援センター設置運営事業」を受託

している 30 都府県の福祉人材センターから 40 名の参加がありました。 

本会議は、保育士・保育園支援センターに従事する職員が、今般の保育士確保を

取りまく情勢を把握し、各センターにおける有効なノウハウの共有及び今後の事業展

開について協議することなどにより、保育士確保にかかる事業の推進に資することを

目的に開催されたものです。 

前半部では、厚生労働省 子ども家庭局 

保育課による「保育分野の現状と取組につ

いて」と題した行政説明の後、2 ヵ所のセン

ターの取組発表とこれを受けて各グループ

に分かれた協議・情報交換を行いました。 

福島県センターからは、県内の保育士登

録者に実施した調査結果から、「求人条件

や職場体験などの支援、雇用形態への配

慮などがあれば就職を考えてみたい」という

意向が一定数の回答から確認できたこと、

また、島根県センターからは、保育のお仕事体験事業やエルダー制度導入支援のた

めの研修の実施状況などを報告いただき、実践の共有を通じて各センターの取組み

の向上につながる機会となりました。 

 

■ 大都市圏の福祉課題を把握し、社協の活動・事業を促進～大

都市の福祉問題への取組を促進する社協セミナー(静岡市) 
 

11 月 8～9 日、地域共生社会の実現に向けて大都市（指定都市及び中核市等）の

社会福祉協議会が果たすべき役割を確認するとともに、今後の実践と事業展開のあり

方を協議・共有するため、「大都市の福祉問題への取組を促進する社協セミナー」を

86 名の参加者を得て開催しました。 

本セミナーは、平成26年度から開催しており、大都市の社協での活動・事業を促進

するため、静岡市社会福祉協議会と「都道府県・指定都市社協の経営に関する委員

会議の様子 
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会指定都市分科会」（全社協）の共催で開催しました。 

大都市圏の社協においては、地域特有の生活課題・福祉課題に応じた地域支援と

個別支援、生活支援サービス等の実施とともに、福祉活動・事業に広域的かつ総合的

に取組むことが課題となっています。 

また、超高齢・人口減少社会がより深刻な影響を及ぼす大都市圏にあって、子ども・

高齢者・障害者などすべての人びとが地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うこ

とのできる地域コミュニティの創造に向けた具体的な事業・活動の展開が急務とされて

います。 

そこで、本セミナーでは、大都市圏の社協の活動・事業と経営の課題に関する基調

報告とともに、4 つの指定都市社協の実践報告と静岡市社協の企画による実践報告

（コーディネーター：静岡県立大学短期大学部准教授 江原 勝幸 氏）を実施しまし

た。 

被災者支援を通じた地域コミュニティの活性化への取組み、地域の見守り活動や身

寄りのない高齢者の生活全般を支える実践等とともに、これらの活動・事業を展開する

ための基盤整備に関する実践報告にもとづきながら、大都市圏の社協が直面する課

題や求められる活動・事業展開の方向性を展望する機会となりました。  

さらに、サロン活動や地区ボランティアセンターを拠点とした地域づくりの推進、生

活困窮者支援における福祉・医療連携といった実践報告から、地域の実情に即した

活動を通じて、地域の支えのシステム化と多様な支援へのアクセスを保障するネット

ワークの構築への具体的な取組みを共有しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実践報告のテーマなど 

実践報告Ⅰ「大都市部の社協における今後の実践と事業展開の方向性」（応募企画） 

1．被災者支援の取り組みから住民主体のコミュニティ活性化へ～「つなぐ・つながるプロ 

ジェクト」を中心に～ 

仙台市社会福祉協議会 

実践報告Ⅱ－「我が事・丸ごと 地域共生社会に向けた静岡市社協の

取り組み」発表の様子 
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2．社会福祉法人が ALL“とつか”で取り組む事業 ひとりの困りごとも見逃さない！～全

ての出発点は住民の声から～ 

横浜市戸塚区社会福祉協議会 

3．要援護者名簿の共有をきっかけとした地域における見守りの推進 

大阪市社会福祉協議会、西淀川区社会福祉協議会 

4．身寄りのない高齢者の死後事務について 

福岡市社会福祉協議会 

実践報告Ⅱ 静岡市社協の実践報告 

「我が事・丸ごと 地域共生社会に向けた静岡市社協の取り組み」 

1．サロン活動（S 型デイサービス、子育てサロン・トークの会）を通じた地域づくり推進に

ついて 

2．地区ボランティアセンターを通じた地域づくり推進について 

3．生活困窮者を丸ごと支える福祉・医療連携 

 

 

 地域における公益的な取組の展開に向けた「経営戦略構築・

実現力」を強化～全国青年会平成 29 年度専門講座（第 1

回） 
 

全国社会福祉法人経営青年会（会長 塘林 敬規／以下、全国青年会）は、11 月

9～10日に、平成29年度研修企画事業「専門講座（第 1回）」を開催しました。当日は

34 名の参加がありました。 

株式会社ケアビジネスパートナーズ代表取締役の原田 匡 

氏を講師に、次代の社会福祉法人経営の中心を担う 50 歳未

満の経営者・経営幹部が、自法人の経営戦略を策定・実践す

る力を身に着けることを目的に開講しました。 

「制度改革により社会福祉法人の責務となった『地域におけ

る公益的な取組』を展開するためにはどのような視点や考えを

持つことが必要なのか」をテーマに、他業界の事例を用いた演

習やグループでのディスカッションを豊富に取り入れ、「経営戦

略」を自法人に落とし込むための方法論を考察しました。終了

後、参加者からは、「自ら制約をかけず、自法人の強みを探ることの大切さにあらため

て気づくことができた」といった声等をいただきました。 

全国青年会が主催する専門講座は、今年度内に第 2回の開催を予定しています。 

  

講義を行う原田 匡氏 
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■ 【内閣府】第 32回子ども・子育て会議【11 月 7日】 

公定価格等に関する議論。10 月に財政制度等審議会から示された保育事業者へ

の補助金の減額、転用案について、委員からは現場実態を適切に把握していないと

したうえで、公定価格の引き下げ等について慎重な検討を求める意見等が示された。 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kodomo_kosodate/k_32/index.html 

 
 
 
 
 
 
 

 

■ 第 13回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム【10 月 31日】 

就労定着支援、就労移行支援、就労継続支援 A 型、B 型等の報酬・基準に関する

議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182986.html 

 

■ 第 9回社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」【10 月 31 日 】 

一時生活支援、居住支援等のあり方や都道府県、町村、社会福祉法人の役割等に

関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182916.html 

 

 

 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kodomo_kosodate/k_32/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182986.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000182916.html
http://zseisaku.net/
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■ 新しい技能実習制度がスタート～監理団体 292団体に許可【11 月 1日】 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生保護に関する法律」が 11 月 1

日に施行された。技能実習生の受入に重要な役割を担う監理団体 292 団体を許可し

た。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000183027.html 

 

■ 第 149回社会保障審議会介護給付費分科会【11 月 1日】 

厚生労働省は、介護人材確保に向け、訪問介護について生活援助中心型の訪問

介護従事者を育てる新しい研修を創設する案等を提示した。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000183153.html 

 

■ 第 3回科学的裏付けに基づく介護に係る検討会【11 月 7日】 

データ収集を 2020年度から本格化させるにあたって、「初期仕様に盛り込む項目を

優先して検討」することや項目を定めるに際しては「事業所の負担を増やさない」こと

等を確認した。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000183826.html 

 

■ 第 4回今後の障害者雇用促進制度の在り方に関する研究会【11 月 7日】 

今後の障害者雇用促進制度のあり方を検討するうえで関係団体へのヒアリングを実

施した。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000183891.html 

 

■ 第 3回新たな支え合い・分かち合いの仕組みの構築に向けた研究会【11月 7日】 

①所得以外の観点から資産などの経済的側面及び世帯構造などの社会的側面に

関する分析。②健康の観点から社会経済的な要因との関係性を確認し、国民生活の

変化にともない起こりうる影響に関する分析が行われた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184118.html 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000183027.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000183153.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000183826.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000183891.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184118.html
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■ 第 150回社会保障審議会介護給付費分科会【11 月 8日】 

厚生労働省は、看取り対応を充実させる観点からターミナルケア加算の算定者数が

とくに多い事業所をより高く評価する等の方針を示した。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184019.html 

 

■ 第 4回福祉・住宅行政の連携強化のための連絡協議会【11 月 8日】 

厚生労働省は、「生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直し」について、

国土交通省は、「新たな住宅セーフティネット制度」について説明し、意見交換がなさ

れた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184098.html 

 

■ 第 14回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム【11 月 10日】 

平成 29 年度障害福祉サービス等経営実態調査結果が公表された。平成 28 年度

決算の全障害福祉サービス平均収支差率は 5.9％で、平成 25年度決算比△3.7 ポイ

ントとなっている。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184344.html 

 

 

 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184019.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184098.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000184344.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

<新刊図書> 

●『保育士等キャリアアップ研修ハンドブック』 

(全国保育士会 編 B6 判 128 頁) 
 

このハンドブックでは、厚生労働省がすすめる

キャリアアップ研修と全国保育士会が体系化し

たキャリアアップ研修のそれぞれにおいて、どの

研修を受講したか、今後どの研修会を受講して

いくべきかを自己管理し、研修の受講状況を客

観的に説明できるものとなっており、保育士・保

育教諭の皆さまに必携の一冊です。 

(11月発行 定価本体850円税別） 

 

  

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入ページにジャ 

ンプします 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2936&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2936&_class=060101&_category=ISBN978-4-7935-1242-1
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●特集「ひとり親世帯をどう支えるか」 

『月刊福祉』12 月号 

ひとり親世帯へのさまざまな支援の実践事例を紹

介し、これからのひとり親世帯の自立に向けた支援に

ついて考えます。 

特集内容 

【論文】「わが国のひとり親世帯の現状と課題」 

中島 尚美 氏 

大阪市立大学大学院生活科学研究科 

特任准教授 
 
【座談会】「ひとり親世帯の支援の現状」 

渡辺 由美子 氏 

特定非営利活動法人キッズドア 理事長 

赤石 千衣子 氏 

特定非営利活動法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ 理事長 

中道 亜紀子 氏 

社会福祉法人六踏園 母子生活支援施設皐月母子支援員 

側垣 一也 氏 

社会福祉法人三光事業団 理事長／『月刊福祉』編集委員〔進行〕 
 
【レポートⅠ】「婦人保護施設を利用した女性（母親）とその子どもたち」 

横田 千代子 氏 

社会福祉法人ベテスダ奉仕女母の家 婦人保護施設いずみ寮施設長 
 
【レポートⅡ】「外国籍のひとり親世帯が抱える課題と支援」 

松原 恵之 氏 

社会福祉法人一粒会 母子生活支援施設ＦＡＨこすもす少年指導員 
 
【レポートⅢ】「父親が子どもを育てる困難を抱える社会―父子世帯支援の視点から」 

小崎 恭弘 氏 

特定非営利活動法人ファザーリング・ジャパン 顧問 

／大阪教育大学教育学部准教授 
 
【レポートⅣ】「地域生活支援拠点をつくり、ひとり親世帯も支える」 

髙嶋 秀行 氏 

社会福祉法人とちのみ会 複合型多機能拠点施設フロム浅沼地域支援部長 

（11 月 6 日発売 定価本体 971 円税別） 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2934&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2934&_class=120101&_category=03359
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●特集「保育とジェンダー ～男性保育士が語る～」 

『保育の友』12 月号 

男性の保育士資格が認められたのは、1977（昭和

52）年です。平成 27 年国勢調査抽出速報集計結果

（総務省統計局）によれば、保育士就業者数は 56 万

2,100 人で、そのうち男性は 1万 4,600 人、女性は 54

万 7,500 人（※）です。男性保育士は増えてきている

ものの（平成 22 年国勢調査では 1 万 3,169 人）、女

性に比べるとまだまだ少ない状況にあります。男性保

育士がいることによって、男性の育児への参加の促進

や、男女共にいることで、子どもにもよい影響を与える

こと、ダイナミックなあそびを提供できることなどの期待

が高まっています。その一方で、「先輩男性保育士が

いないため相談しづらい」「保護者からの理解を得ら

れにくい」といった働きにくさを感じている男性保育士

も少なくありません。 

そこで、男性保育士が生き生きと働き続けていくた

めの工夫や取組みなどを、当事者の声や、実践事例

を踏まえて考えます。 

※同調査の詳細な結果は、平成 29 年 12 月公表予定。 

（11 月 8 日発売 定価本体 581 円税別） 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 
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